
介護保険法施行規則の改正に伴う
地域包括支援センターの職員配置

要件の見直しについて

資料４議題４



１ 国の規則改正の背景

① 「センターの職員配置については、人材確保が困難となって
いる現状を踏まえ、３職種の配置は原則としつつ、センターによ
る支援の質が担保されるよう留意した上で、複数拠点で合算して
3職種を配置すること・・・など、柔軟な職員配置を進めること
が適当である。」令和4年12月20日社会保障審議会介護保険部会
（介護保険制度の見直しに関する意見）

②令和5年地方分権改革提案において、

地域包括支援センターの職員確保が困難なため、配置要件の見直
しの提案がなされたこと 等



２ 国の規則改正の概要

①高齢者人口に応じて、又は地域包括支援センタの運営の状況を
換算して地域包括支援センター運営協議会が必要と認める場合は、
常勤換算方法による職員配置を可能とする

②包括の効果的な運営に資すると地域包括支援センター運営協議
会が認める場合には、複数圏域の高齢者人口に応じて３職種を配
置すれば当該圏域の各包括での配置基準を満たすものとする。

質の担保の観点から、１つの圏域に2職種の配置は必要。



２ 国の改正イメージ

市町村向け介護予防ケアマネジメントを効果的に推進するための手引きについてより抜粋



３活用イメージ①（常勤換算方法による職員配置）
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３活用イメージ②（複数圏域の高齢者人口に応じた3職種の配置）

欠員が生じる圏域への柔軟な配置
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３活用イメージ②（参考：今後の白井市に当てはめた場合）

令和8年度から白井中央包括に１名加配：応募がなく欠員となった場合

３包括合計（職員10人） 高齢者数18,600人➡職員10名いれば欠員とならない。
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４本市の対応

地域包括支援センターの職員配置基準は、市町村が条例で

定めることとされている。

市町村が条例を定めるに当たり、「従うべき基準」であるため、

条例改正により国の改正内容に対応することとした。

ただし、現在の契約期間（令和８年度末まで）においては、

原則の人員配置を維持することとし、取り扱う場合の質の担保や

適切な運営に向けて、本市独自の一定条件の設定を検討していく。


